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Ⅰ  山陽小野田市人事行政の運営状況

１ 　職員の任免及び職員数に関する状況

（１）　採用・退職等の状況

ア　採　用 （令和６年４月２日～令和７年４月１日） （単位：人）

イ　退　職　（令和６年度）

ウ　再任用 （単位：人）

(注）（　）内は、再任用短時間勤務職員数で内数です。
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（２）　職員数の状況

ア　部門別職員数の状況及び主な増減理由 （各年度４月１日現在） （単位：人）

　国保事業等の体制強化

（注）１　職員数は、一般職に属する職員数であり、再任用職員、休職者、派遣者等を含んでいます。

　　　　　ただし、再任用短時間勤務職員は、含んでいません。

　　　２　［　　］内は、条例定数の合計です。

イ　年齢別職員構成の状況 （令和７年４月１日現在）
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２ 　給与等の状況

（１）　総括

ア　人件費の状況 （普通会計決算）

イ　職員給与費の状況 （普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含んでいません。

　　　２　職員数は、令和6年度給与実態調査上の普通会計に属する人数です。

（２）　職員の平均給与月額、初任給等の状況

ア　職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況 （令和７年４月１日現在）

　 ① 一般行政職

歳 円 円 円

　 ② 技能労務職

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、令和７年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

　　　２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての

　　　　　諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。

　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の

　　　　　（平成　　手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。

（参考）

（令和6年度末） A B B/A 令和5年度の人件費率

区 分 住民基本台帳人口 歳 出 額 実 質 収 支 人 件 費 人 件 費 率

%

58,416 33,062,942 475,872 4,890,851 14.8 12.8
6年度

人 千円 千円 千円 %

計　　B 給与費 B/AA 給 料

区 分 職 員 数 給 与 費 一人当たり

職員手当 期末・勤勉手当

区　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額

（国ベース）

6年度
人 千円 千円 千円 千円 千円

433 1,632,447 236,289 666,991 2,535,727 5,856

平均給与月額
平均給与月額

（国ベース）

山陽小野田市 53.3歳 54人 349,276 372,889 357,915

山陽小野田市 42.8 329,063 381,676 350,554

区　　分
公　　　　　　務　　　　　　員

平均年齢 職員数 平均給料月額

359,796

うち 学校調理員 54.1歳 18人 355,600 366,491 358,933

うち 環境業務員 53.3歳 28人 349,564 381,227

345,350

うち その他技能労務 48.7歳 2人 341,850 371,750 360,100

うち 環境整備員 52.8歳 6人 331,433 353,550
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イ　職員の初任給の状況　 （令和７年４月１日現在）

※令和７年度人事院勧告による給料表改訂前の額です。

（３）　一般行政職の級別職員数等の状況

ア　一般行政職の級別職員数の状況 （令和７年４月１日現在）

定型的な業務を行う職務 人

知識又は経験を必要とする業務を行う職務 人

主任主事又は主任技師の職務 人

係長又は同相当職の職務 人

課長補佐又は同相当職の職務 人

課長又は同相当職の職務 人

１　部長又は同相当職の職務

２　次長又は同相当職の職務

（注）１　山陽小野田市職員給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

　　　２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務のことです。

　　　３　平成１９年４月１日より９級制から７級制に変更しています。

（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ統合）

イ　昇給への勤務成績の反映状況

（４）　職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

（令和６年度支給割合） （令和６年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

　・役職加算5～20％

（注）(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

山陽小野田市 山口県 国

24 人 7.6%

区　　　　　分

１　　級

２　　級

３　　級

４　　級

５　　級

６　　級

一般行政職

大　学　卒 225,600　円 227,500　円 220,000　円

高　校　卒 194,500　円 196,200　円 188,000　円

技能労務職 高　校　卒 188,000　円 　　　　　　円 　　　　　　円

33 10.4%

66 20.8%

区　　分 標準的な職務内容 職員数 構成比

23 7.3%

７　　級

85 26.8%

45 14.2%

1.40 1.00 1.40 1.00

41 12.9%

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

勤務成績の評定については、毎年一回、時期を定めて定期的に行っています。
昇任、昇給、降任、降給その他の人事に関する施策を行うにあたって、この勤務評定の結果を重要な資料として
活用しています。

山陽小野田市 国

2.50 2.10 2.50 2.10

・役職加算5～20％ ・管理職加算10～25％
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【参考】　勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

イ　退職手当　（令和７年４月１日現在）

（支給率） 自己都合

月分 月分

月分 月分

月分 月分

月分 月分

定年前早期退職特例措置　（3％－45％加算）

ウ　地域手当　（令和７年４月１日現在）

※　支給対象職員はいません。

エ　特殊勤務手当　（令和７年４月１日現在）

オ　時間外勤務手当

千円

千円

最高限度額

期末勤勉手当の支給規則に基づき、病気休暇、育児休業、休職期間などを除算し、実際の勤務状況に応じた在
職期間率を算出することにより勤勉手当の支給に反映させています。また、人事評価結果を勤勉手当に反映さ
せています。

山陽小野田市

19.6695 24.586875

社会福祉業務手当
福祉事務所に勤務する職員で生活保護法（昭和25年法律第

144号）の現業に従事した職員
日額　310円

行旅死亡人等収容手当
行旅死亡人等の収容作業に従事した職員 1回につき　3,000円

行旅病人等の収容作業に従事した職員 1回につき　1,000円

定年前早期・死亡・定年

勤続20年

勤続25年

手当の名称 主な支給対象職員及び支給対象業務 左記職員に対する支給単価

滞納処分手当
滞納処分としての捜索、物件の差押え及び差押物件の引揚
げに従事した職員

日額　350円

28.0395 33.27075

39.7575 47.709

47.709 47.709

勤続35年

衛生現業手当 汚物の収集及び運搬処理並びに消毒作業に従事した職員

日額　820円（勤務時間が3
時間15分以上7時間未満の

場合には半額とし、3時間15
分に満たない場合は支給し
ない。）

現場業務手当
高齢者福祉、障害者福祉、介護保険又は地域保健事業に係
る調査、相談、指導等のため、戸別訪問に3時間以上従事し
た専門的知識又は技術を有する職員

日額　250円

犬、猫等収容手当 犬、猫等の死体収容又は野犬の捕獲に従事した職員 1体につき　500円

用地交渉手当 家屋の移転補償を伴う用地交渉に従事した職員 日額　300円

災害応急作業等手当

　異常な自然現象により重大な災害が発生し、又は発生するお
それがある場合において、災害対策基本法（昭和３６年法律第
２２３号）第２３条第１項又は第２３条の２第１項の規定に基づき
災害対策本部が設置された地方公共団体に派遣され、災害応
急業務等に従事した職員

(1)　現場業務　日額　1,080円

(2)　内勤業務　日額　710円

支 給 実 績 （ 令 和 ６ 年 度 決 算 ） 101,754

職員１人当たり平均支給年額（令和６年度決算） 243

その他の加算措置
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カ　その他の手当　（令和７年４月１日現在）

国の制度と異なる内容

〈交通機関利用者〉　同じ

〈自動車等使用者〉
使用距離に応じて支給。
最高支給限度額月額38,700円

〈職員が自ら居住する借家・借間〉
（１）家賃等の月額が27,000円以下

　→ 家賃等の月額から16,000円を

      控除した額

（２）家賃等の月額が27,000円超

　→家賃等の月額と27,000円との

     差額の1/2に11,000円を加算した
　　額
   （最高支給限度額月額28,000円）

〈自宅〉
　同じ

管理、監督の地位にある職員に対し
て支給
【支給内容】
組織、官職の違いにより　46,300円

～139,300円を支給

祝日法による休日等又は年末年始
の休日等において、正規の勤務時間
として勤務した職員に対して支給
【支給内容】
勤務1時間につき給料の時間単価の

35％増の額を支給

通勤手当
〈交通機関利用者〉
運賃支給額に応じて支給。最高支給限度額月
額55,000円

〈自動車等使用者〉
通勤距離2km以上が支給対象。通勤距離が2
㎞以上3km未満の場合、月額3,800円、以下
距離に応じて支給され最高支給限度額は、通
勤距離が48㎞以上の場合で、月額27,500円

※H22.4.1～通勤距離2km未満の通勤手当廃
止

異なる

夜間勤務手当
正規の勤務時間として、深夜（午後10時から翌

日の午前5時までの間）に勤務した職員に対し
て支給
【支給内容】
勤務1時間につき給料の時間単価の25％を支
給

同じ

休日勤務手当 祝日法による休日等又は年末年始の休日等に
おいて、正規の勤務時間として勤務した職員に
対して支給
【支給内容】
勤務１時間につき給料の時間単価の35％増の

額を支給（年末年始の休日等は50％増）

異なる

手　当　名 内容及び支給単価
国の制度
との異同

住居手当
〈職員が自ら居住する借家・借間〉
（１）家賃等の月額が22,000円以下

　→家賃等の月額から11,000円を控除した額

（２）家賃等の月額が22,000円超

　→家賃等の月額と22,000円との差額の1/2に

11,000円を加算した額

（最高支給限度額月額27,000円）

〈自宅〉
　支給なし

※H31.4.1～自宅に係る住居手当2,500円の
支給廃止

異なる

管理職手当
管理、監督の地位にある職員に対して支給
【支給内容】
（１）部長級　　66,600円

（２）次長級　　43,700円

（３）課長級　　32,700円

異なる

扶養手当 （１）配偶者　　　　　　　　　　　　3,000円

（２）配偶者以外の扶養　　　　　6,500円

（３）子  　　　　　　　　　　　　　　11,500円

（４）満16歳の年度初めから満22歳の年度末

       までの子1人　　　　　5,000円加算

同じ
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（５)　特別職の報酬等の状況 （令和７年４月１日現在）

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

　 （算定方式） 　（1期の手当額）

円 任期毎

円 任期毎

円 任期毎

　　　　　退職手当の「１期の手当額」は、令和６年４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、

          ※ １期（４年＝48月）   勤めた場合における退職手当の見込額です。 ※教育長は１期＝３年です。

　　（令和６年度支給割合）

加算措置　20％

退
職
手
当

市 長

期
末
手
当

市 長

副 市 長

教 育 長

議 長

副 市 長

教 育 長

4.6月分

　　（令和６年度支給割合）

副 議 長 3.45月分

議 員 加算措置　20％

給料月額×在職月数×25.0/100

（支給時期）

給料月額×在職月数×56.5/100
14,208,000
5,895,000

給料月額×在職月数×40.0/100
24,652,080

宿日直勤務をした職員に対して支給

【支給内容】

勤務の内容、時間に応じ4,700円～

22,500円を支給

管理職手当の支給を受ける職員等
が、臨時又は緊急の必要により週休
日等に勤務した場合に支給
【支給内容】
組織、官職の違いにより　3,000円～

18,000円を支給（6時間を超える勤

務にあっては、150/100を乗じた額）

管理職員特別
勤務手当

管理職手当の支給を受ける職員等が、「臨時
又は緊急の必要により週休日又は休日」及び
「臨時又は緊急の必要により週休日等以外の
日の午後10時から午前5時まで」に勤務した場
合に支給
【支給内容】
勤務１回につき4,000円～6,000円を支給

（6時間を超える勤務にあっては、150/100を乗
じた額）

異なる

区 分 給 料 月 額 等

手　当　名 内容及び支給単価
国の制度
との異同

宿日直手当 宿日直勤務をした職員に対して支給
【支給内容】
勤務の内容、時間に応じ4,200円～21,000円
を支給

異なる

給
　
　
料

（参考）類似団体における最高額／最低額

市 長 909,000 1,064,000 円　／ 686,000

教 育 長 655,000 円　／ －

副 市 長 740,000 879,000 円　／ 623,500

－

議 員 380,000 522,000 円　／ 286,600

報
　
　
酬

議 長 480,000 629,000 円　／ 376,900

副 議 長 420,000 575,000 円　／ 309,700

国の制度と異なる内容
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（６）　公営企業職員の状況

(1)　水道事業
 ① 職員給与費の状況

　決算　水道会計・工業用水道会計（資本的収支は含まない）

　

（注）１　職員手当には退職手当を含んでいません。

　　　２　職員数は、令和６年４月１日現在の人数です。

　　　３　職員数及び職員給与費は、資本的収支職員を含んでいます。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況 （令和７年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含んでいません。

③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当　（令和６年度）

※　支給率は、山陽小野田市と同じです。

イ　退職手当　（令和７年４月１日現在）

※　支給率は、山陽小野田市と同じです。

ウ　地域手当　（令和７ 年４月１日現在）

※　支給対象職員はいません。

エ　特殊勤務手当　（令和 ７ 年４月１日現在）

平均年齢　　　　　　区　　分

区 分 総費用

日額　　　 　 400円

日額 　　　    400円

月額　       3,000円

平均月収額

363,568

22.6

に占める職員給与費比率

期末・勤勉手当

6,513

基本給

６年度
千円 千円 千円

23.8

229,994 31,138 97,067 358,199

純損益又は 職員給与費 総費用に占める職員

%

1,584,913 166,226 358,199

　　　　　　A 給 料 職員手当

一人当たり

%

左記職員に対する支給単価

作業従事手当１種 料金滞納整理に従事する職員 日額　　　     400円

（参考）令和５年度の総費用

計　　B 給与費 B/A

A  実質収支 B 給与費比率　B/A

交替制勤務手当 交替制勤務に従事する職員 日額　  　　　400円

事業管理者 62.0 655,000

手当の名称 主な支給対象職員及び支給対象業務

334,29144.6山陽小野田市水道局

区 分 職 員 数 給 与 費

作業従事手当２種 危険な作業に従事する職員

電気技術主任手当 電気技術主任である職員

緊急呼出手当 緊急呼出により勤務に従事した職員

作業従事手当３種 1日3時間以上外勤した職員

６年度
人 千円 千円 千円 千円 千円

55

1回につき 3,000円

災害応急作業等手当 災害応急作業等に従事した職員

現場業務　日額　1,080円

内勤業務　日額　710円
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オ　時間外勤務手当

千円

千円

カ　その他の手当 （令和７年４月１日現在）

※　扶養手当、通勤手当、住居手当、管理職員特別勤務手当は、一般行政職の制度と同じです。

職員１人当たり平均支給年額（令和６年度決算） 124

管理職手当 管理、監督の地位にある職員に対して支給
（1）部長級　53,300円

（2）次長級　43,700円

（3）課長級　32,700円

異なる

一般行政職の制度と異なる内容

祝日法による休日等又は年末年始
の休日等において、正規の勤務時間
として勤務した職員に対して支給
【支給内容】
勤務１時間につき給料の時間単価
の35％増の額を支給

（年末年始の休日等は50％増）

正規の勤務時間として、深夜に勤務
した職員に対して支給
【支給内容】
勤務1時間につき給料の時間単価の

25％を支給

管理、監督の地位にある職員に対し
て支給
【支給内容】
（１）部長級　　66,600円

（２）次長級　　43,700円

（３）課長級　　32,700円

支 給 実 績 （ 令 和 ６ 年 度 決 算 ） 5,709

休日勤務手当 祝日法による休日等又は年末年始の休日等に
おいて、正規の勤務時間として勤務した職員に
対して支給
【支給内容】
勤務１時間につき給料の時間単価の45％増の
額を支給
（年末年始の休日等は60％増）

異なる

夜間勤務手当 正規の勤務時間として、深夜（午後10時から翌

日の午前5時までの間）に勤務した職員に対し
て支給
【支給内容】
勤務1時間につき給料の時間単価の30％を支
給

異なる

手　当　名 内容及び支給単価
一般行政職の
制度との異同

宿日直手当 制度なし 異なる 宿日直勤務をした職員に対して支給
【支給内容】
勤務の内容、時間に応じ4,200円～

21,000円を支給
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(２)　病院事業
 ① 職員給与費の状況

　決算

　

（注）１　職員手当には退職手当を含んでいません。

　　　２　職員数は、令和６年４月１日現在の人数です。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況 （令和７年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含んでいません。

③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当 （令和６年度）

※　支給率は、山陽小野田市と同じです。

イ　退職手当　（令和７年４月１日現在）

※　支給率は、山陽小野田市と同じです。

ウ　地域手当 （令和７年４月１日現在）

％ 人 ％

A  実質収支 B 給与費比率　B/A に占める職員給与費比率

区 分 総費用 純損益又は 職員給与費 総費用に占める職員

336,067

区　　分 平　均　年　齢 基本給

支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

医　　師 10 22 20

６年度
人 千円

51.5

区 分

（参考）令和５年度の総費用

千円

平均月収額

医 師 45.8 532,736 846,230

事 務 職 員

事業管理者

看 護 師

医療技術職

支給対象職員

43.0 320,733 345,990

72.0 794,000

44.8 295,491 366,724

38.8 306,188

7,2751,658,802373,831368,767

給 与 費

計　　B

千円 千円 千円 千円

６年度
千円

職 員 数

給与費 B/A

千円 % %

4,958,825 △ 324,680 2,725,784 55.0

228

一人当たり

　　　　　　A 給 料 職員手当 期末・勤勉手当

916,204
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エ　特殊勤務手当 （令和７年４月１日現在）

オ　時間外勤務手当

千円

千円

カ　その他の手当 （令和７年４月１日現在）

2,000円とし、患者が入院した場
合にあっては1,000円を加算す
る。(宿日直医の要請を受けた
医師(以下「要請医」という。)が
従事した場合にあっては、宿日
直医及び要請医一人につきそ
れぞれ1,000円とし、患者が入
院した場合にあっては主治医と
なった要請医に1,000円を加算
する。)

　待機手当
　訪問看護ステーションに勤務する看護職の職員で、正規の勤
務時間以外の時間において、利用者等に対処するために自宅
等で待機することを命ぜられた職員

(1)　午後5時10分から翌日午前
8時25分までを1回とし、1回につ
き1,200円

(2)　休診日の午前8時25分から
午後5時10分までを1回とし、1
回につき1,200円

(1)　現場業務　日額　1,080円

(2)　内勤業務　日額　710円

1件につき12,000円（勤務時間

外の分娩にあっては24,000円）

日額　230円
（勤務時間が3時間に満たない
ときは半額）

1回につき　3,550円
（その勤務に含まれる深夜に
おける勤務時間が2時間以上4
時間未満である場合にあって
は、3,100円、2時間に満たな

い場合にあっては、2,150円）

左記職員に対する支給単価

※ 扶養手当、通勤手当、住居手当、管理職手当（医師除く）、休日勤務手当、夜間勤務手当、管理職員特別勤務手当
は、一般行政職の制度と同じです。

研究手当 病院の医師
（院長）

（副院長）
（医長）

（副医長及び医員）

月額　　189,000円

月額　　189,000円

月額　　185,000円

月額　　177,000円

職員1人当たり平均支給年額 （令和６年度決算） 653

支 給 実 績 （ 令 和 ６ 年 度 決 算 ） 148,808

　分娩業務手当 　分娩に携わった産婦人科医師

病理検査従事手当
病理細菌の検査に従事した職員

夜間看護手当 病院局の病棟に勤務する助産師、看護師、准看護師及び看
護助手で正規の勤務時間による勤務の一部又は全部が深夜
（午後10時後翌日の午前5時前の間をいう。）において行われ
る看護等の業務に従事した職員

　救急処置手当
　宿日直中に救急搬送患者の診療業務に従事した医師及び宿
日直医の要請を受け同患者の診療業務に従事した医師

　災害応急作業等手当

　異常な自然現象により重大な災害が発生し、又は発生するお
それがある場合において、災害対策基本法(昭和36年法律第
223号)第23条第1項又は第23条の2第1項の規定に基づき災害
対策本部が設置された地方公共団体に派遣され、災害応急業
務等に従事した職員

放射線取扱手当
エックス線その他の放射線を人体に照射する作業に従事した
職員

日額　230円
（勤務時間が3時間に満たない
ときは半額）

手当の名称 主な支給対象職員及び支給対象業務
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３ 　勤務時間その他の勤務条件

（１）　一般職員の勤務時間

令和７年４月１日現在における一般職員の勤務時間及び休憩時間は次のとおりです。

（注）公務の運営上の事情等により特別の形態によって勤務する必要のある職員の勤務時間については、

　　　各任命権者が別に定めています。

（２）　年次有給休暇

年次有給休暇は、一年ごとに20日付与され、残日数は20日を限度として翌年に繰り越す

ことができます。

（３）　特別休暇等

負傷や病気による療養、選挙権の行使、結婚、出産など条例や規則で定める事由に該当

する場合には、特別休暇を付与しています。

年5日以内

子（中学校就学前）の看護 年10日以内

病気休暇

5日以内育児サポート休暇

療養のため勤務しないことがやむを得ないと認められる必要最低限の期間

特別休暇

選挙権その他公民としての権利行使

生理日

夏季休暇

1周期2日以内

産前56日から産後56日

6日以内

必要と認められる期間

1日2回、各30分以内

通信教育による面接授業の受講 必要と認められる期間

忌引 10日以内

骨髄液の提供

父母の祭日の法要

職員の子女の出生 3日以内

職員の結婚 7日以内

保育時間

1日

ボランティア活動

一週間の
勤務時間

終了時刻 休憩時間

12:00～13:0017:15

開始時刻

38時間45分 8:30

令和６年　平均使用日数 13.3日

伝染病予防法による交通遮断又は隔離

付与日数

必要と認められる期間

10日以内

妊産婦の健康診断

区　　　　　分

出産サポート休暇

災害による住居の滅失又は破壊

必要と認められる期間

必要と認められる期間

必要と認められる期間

必要と認められる期間

必要と認められる期間

交通機関の事故等の不可抗力の事故

職員の分べん

証人等としての裁判所等への出頭

必要と認められる期間

災害による交通遮断
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（４）　介護休暇

職員が配偶者、父母、子、配偶者の父母等の負傷又は老齢により介護をするため勤務

しないことが相当であると認められる場合は、６月の範囲内で取得することが可能です。

令和６年度の介護休暇の取得者はいません。

（５）　育児休業等

職員が3歳に満たない子を養育するため、当該子が3歳に達する日まで、育児のために

休業等をすることが認められる制度です。

令和６年度の育児休業及び部分休業の取得状況は次のとおりです。

（単位：人）

（注）上段は令和６年度に新たに育児休業（部分休業）を取得した者、下段は育児休業

　　　（部分休業）の期間が令和５年度から令和６年度にかけて引き続いている者の数です。

計

女性職員
25

26

区　分 育児休業取得者数

10

部分休業取得者数

0

14

8

14

0

10

男性職員
1

45

37
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４ 　分限及び懲戒処分の状況

（１）　分限処分者数

分限処分とは、勤務実績がよくない場合、心身の故障の場合、又はその職に必要な

適格性を欠く場合等の一定の事由がある場合、地方公務員法第２８条の規定に基づ

き、休職等の処分をすることです。

令和６年度の分限処分の状況は、次のとおりです。

（単位：人）

（２）　懲戒処分者数

懲戒処分とは、法令に違反した場合、職務上の義務に違反し若しくは職務を怠った場

合、又は全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあった場合、地方公務員法第２９条

の規定に基づき、戒告、減給、停職又は免職の処分をすることです。

令和６年度の懲戒処分の状況は、次のとおりです。

（単位：人）

休　職 降　給 合　計

勤務成績がよくない場合 0 0 0 0 0

　　　　　　　　　処分の種類
処分事由

降　任 免　職

0

心身の故障の場合 0 0 12 0 12

職に必要な適格性を欠く場合 0 0 0 0

0

職制、定数の改廃、予算の減少に
より廃職、過員を生じた場合

0 0 0 0 0

刑事事件に関し起訴された場合 0 0 0 0

12

条例で定める事由による場合 0 0 0 0 0

合　　　計 0 0 12 0

訓告等

法令に違反した場合 0 0 0 0 0 0

　　　　　　　　　処分の種類
処分事由

戒　告 減　給 停　職 免　職 合　計

0

全体の奉仕者たるにふさわ
しくない非行のあった場合

0 0 0 0 0 0

職務上の義務に違反し又は
職務を怠った場合

0 0 0 0 0

0合　　　計 0 0 0 0 0

- 14 -



５ 　服務の状況

（１）　職務に専念する義務の免除

職員は、地方公務員法第35条に基づき、職務に専念する義務を有していますが、条例及び

規則により、次の場合においては、当該義務が免除されます。

ア 研修を受ける場合

イ 厚生福祉に関する計画の実施に参加する場合

ウ その他特に市長又はその委任を受けた者の承認を得た場合

エ 市長が定める場合

(ｱ) 地方公務員災害補償法第51条第2項の規定により審査請求若しくは再審査請求をし、又は

同法第60条第1項の規定により出頭をする場合

(ｲ) 地方公務員法第46条の規定により勤務条件に関する措置の要求をし、又は同法第49条の

2第1項の規定により不利益処分に関する不服申立てをする場合

(ｳ) 地方公務員法第55条第11項の規定により、当局に対して不満を表明し、又は意見を申し出

る場合

(ｴ) 職務に関し、国又は他の地方公共団体若しくはその他の公益団体の職を兼ね、その職に属

する事務を行う場合

(ｵ) 国又は地方公共団体の機関、学校その他の団体から委嘱を受けて、講演講義等をする場合

(ｶ) 職務上の教養に資する講演会又は講習会に出席する場合

(ｷ) 職務上必要な試験を受験する場合

(ｸ) 市長が特に認めた場合

（２）　営利企業等への従事許可

職員は、地方公務員法第38条に基づき営利企業等への従事が制限されていますが、任命権者

の許可を受けた場合には、営利企業等に従事することができます。

次のいずれにも該当する場合

ア 職務の遂行に支障を及ぼすおそれがないもの

イ 当該職員の職との間に利害関係がなく、又はその発生のおそれがないもの

ウ 公務員としての信用を傷つけるおそれがないもの

エ その他法の精神に反しないと認められるもの

職務に専念する義務の免除が認められる場合

許可の基準

- 15 -



６ 　職員の研修及び勤務成績の評定の状況

（１）　研修の状況

職員の勤務能率の発揮及び増進を図るため、積極的に各研修に取り組んでいます。

ア　研修の内容

地方分権の推進及び多様化する市民ニーズに的確に対応するため、政策の企画立案能力、

法務能力等を強化し、職員の資質や意識改革の向上を図ることが急務であることから分権型

社会を担う人材育成のため、庁内研修のほか山口県セミナーパークへの研修派遣等、各種

研修を積極的に行っています。

令和６年度には、次のとおり研修を実施しました。

（庁内研修）

人権研修　　など

（山口県セミナーパーク）

階層別研修

税務事務講座　など

（全国市町村国際文化研修所）

（国際文化アカデミー）

（日本経営協会）

（下水道事業団経営研修）

イ　自己啓発

市民サービスの向上と効率的な行財政運営を推進することを目的に、自己啓発の一環と

して職員提案制度を設け、新たな視点からの提案を常時募集することにより職員の創造的

思考と改革意識の高揚を図っています。

（２）　勤務成績の評定の状況

人事の公正な基礎の一つとするために各所属長が、職員の割り当てられた職務と責務を

遂行した実績や能力及び勤務態度等を評価し、昇任や異動等にあたっての参考資料として

活用しています。また、自己申告制度を導入し、職員の現状や要望、抱える問題等を汲み取り、

より効率的で納得性の高い制度となるよう人事管理に務めています。

令和５年度からは、人事評価制度を本格運用し、職員の意欲、士気の高揚や資質向上に努め

ています。

（３）　人材育成

行政運営における経営資源として、人材の育成とその活用の重要性を再認識し、本格的な

地方分権社会に対応するため、令和元年５月に人材育成基本方針を作成、公表（令和５年

４月に一部改訂）しています。山陽小野田市が求める新しい職員像を示し、市民から信頼される

組織づくりを目指します。

全職員 7回 277人

215人

人数

全職員 43回

回数対象者 研修名

ハラスメント研修

階層別研修
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７ 　職員の福祉及び利益の保護の状況

（１）　保健の状況

地方公務員法（昭和25年法律第261号）、労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）等の

規定に基づき、労働安全衛生体制のもと、快適な作業環境の整備、職員の安全と健康の

確保など労働安全衛生管理に努めています。

ア　労働安全衛生管理

令和６年度の安全衛生委員会等の設置状況は、次のとおりです。

イ　健康管理

全職員を対象とした健康診断を実施しています。

（２）　福利厚生の状況

地方公務員法の規定に基づき、職員の元気回復等の事業を計画的に実施するとともに、

地方公務員等共済組合法（昭和37年法律第153号）等の規定に基づき地方公務員共済組

合等が実施する医療給付、年金給付等の諸事業に対して法令等に基づき経費負担するなど、

職員の福利厚生を図っています。

ア　元気回復事業

イ　地方公務員共済組合等に対する負担金等　（令和６年度）

（３）　公務災害補償

地方公務員法、地方公務員災害補償法（昭和42年法律第121号）の規定に基づき、

公務災害（公務執行に起因して発生した負傷、疾病、障害、死亡等）、通勤災害に対して

地方公務員災害補償基金が給付等を行っています。

令和６年度認定件数は、次のとおりです。

※　認定日による件数です。

元気回復事業等
への助成

共済組合
職員共済会

事業名 実施機関

概　要

1所属 2所属

－ 1所属

区　分 安全衛生委員会 衛生委員会

市長部局等

公務災害

5　件市長部局

区　　　分

教育委員会

全職員

区　分 項　目 金　額

共済組合への負担金
職員共済会への補助金

－ 千円

5,024千円

全職員

区　分

レクリエーション事業等への助成

概　要

健康保持・疾病予防事業の奨励
健康管理事業等の奨励ほか
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